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該当箇所（項目、表題、ページ数、行数） 追加・修正・削除等の内容 理  由 

１－３ 支給決定（選択と決定） 

【表題】「障害」の確認について 

 

 

 

 

 

 

I-4 相談支援 

【表題】相談支援専門員の理念と役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【結論】専門的な知識を有する専門職の意

見でも良いとする。 

・障害者の確認をする「専門職」に手話通

訳士等を含める。 

 

 

 

 

【結論】（一つ目の○）追加：「本人と意思

疎通できる」ことの明記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

身体障害者手帳を交付されていない者も含

め、聴覚障害者がコミュニケーション支援事

業を受けたいとするときの「障害」の確認を

する専門職として、手話通訳士等もといった

聴覚障害の特性を熟知している有資格者を

含める。 

 

 

相談支援専門員は聴覚障害者や知的障害者

等、コミュニケーション支援を必要とする障

害者のニーズを把握し、本人の意思を理解す

ることが必要。 

それぞれの障害の知識、コミュニケーション

技能を身に付けた専門性のある相談支援員

の配置等の体制づくりが必要である。 

 

 

 

 



 

 

１－４ 相談支援 

【表題】相談支援機関の設置と果たすべき

機能について 

【表題】本人（及び家族）をエンパワメン

トするシステムについて 

 

１－６ 支援体系 

５ コミュニケーション支援及びガイドコ

ミュニケート支援について 

 

 

５ コミュニケーション支援及びガイドコ

ミュニケート支援について 

 

 

 

 

 

Ⅰ−７ 利用者負担 

１－７ 利用者負担 

 表題 利用者負担について 

○…障害に伴う必要な支援は無料とすべき

である②コミュニケーション支援 

 

 

【結論】 

総合相談支援センターの職員の配置基準に

手話通訳士有資格者やろうあ者相談員等を

入れること追記。 

 

 

 

（1 つ目の○）【結論】その費用は無料とす

る→その費用は求めない 

 

 

（1 つ目の○）【結論】「支援を必要とする

障害者に対し、社会生活の中で行政や事業

者が対応すべき必要な基準を設け」の基準

と、それを誰がどこで設けるのかを明記。 

 

 

 

 

コミュニケーションのための支援には手話

に加え、要約筆記も入れる必要。 

また要約筆記に必要な機器（ＯＨＰのよう

な映像投影機、パソコン要約筆記に必要

 

 

 

左記のような、聴覚障害者等コミュニケーシ

ョン支援を必要とする障害者の特性等を理

解する職員を配置することにより、コミュケ

ーション支援も１００％対応できるセンタ

ーにすること。 

 

理由、コミュニケーション支援は個別給付に

なじまない。無料の表現もなじまない。 

 

 

「支援を必要とする障害者に対し、社会生活

の中で行政や事業者が対応すべき必要な基

準を設け」の具体的な内容が曖昧である。 

 

 

 

 

 

聴覚障害者のコミュニケーション支援では、

手話を必要とする人と要約筆記を必要とす

る人がいるため。 

 



説明（３）障害に伴う必要な支援 ② 

 

 

説明（３）障害に伴う必要な支援 

④社会生活・活動を送るための支援（アク

セス・移動支援を含む）～とくに移動支

援に係る支援者の交通費・入場料等を公

的に支援すべきである。 

 

 

 

 

 

 

I－９ 地域生活の資源整備 

【表題】地域生活を営む上で必要な社会資

源 

及び 

Ⅰ－10 地域移行 

なもの）も日常生活用具に含め無料とす

べきである。 

 

【結論】 

④社会生活・活動を送るための支援（アク

セス・移動支援・コミュニケーションを

含む）～とくに移動支援に係る支援者の

交通費・入場料等を公的に支援すべきで

ある。 

⑦教育を受けるための支援（コミュニケー

ションを含む）〜公教育や社会教育を受

けるために必要な支援者の費用を公的に

支援すべきである。 

 

【結論】 

・施設入所、通所を必要とする障害者のた

めに、施設の整備・拡充を明記 

 

 

 

 

 

社会参加にあたってのコミュニケーション

保障に利用者負担がないことを明記する。 

 

 

 

教育を受けるにあたってのコミュニケーシ

ョン保障に利用者負担がないことを明記す

る。 

 

 

障害者の地域移行について異論はないが、ろ

う重複障害者のように、コミュニケーション

も含めて特別なニーズを持ち、支援を要する

障害者の場合、施設の入所、通所が必要な場

合がある。 

 


